
































































別紙

          総合的対応策関連予算

○ 生活者としての外国人に対する支援

・ 暮らしやすい地域社会づくり               ３０億円

（「多文化共生総合相談ワンストップセンター(仮)」の整備等）

・ 生活サービス環境の改善等                ２５億円

（医療通訳の配置・院内案内図の多言語化支援等）

・ 円滑なコミュニケーションの実現              ８億円

（日本語教育の充実等）

・ 外国人児童生徒の教育等の充実               ５億円

（地方公共団体が行う体制整備への支援等）

・ 留学生の就職等の支援                  ３２億円

（就職支援プログラム認定、介護人材確保のための支援等）

・ 適正な労働環境等の確保                 ３４億円

（労働基準監督署・ハローワークの機能強化等）

○ 外国人材の適正・円滑な受入れの促進に向けた取組      ３５億円

  （日本語能力判定テストの実施、海外における日本語教育基盤強化等）

○ 新たな在留管理体制の構築                 ４２億円

  （在留資格手続のオンライン申請導入、在留管理基盤強化等）

合計 ２１１億円

（うち平成30年度補正(２号)予算 ６１億円）

（うち平成31年度予算     １５０億円）

                         （内数を除く。）

※ 以上のほか、関連予算として以下のものなどがある。

・地方創生推進交付金              １，０００億円の内数

・独立行政法人日本学生支援機構運営費交付金      １３１億円の内数

（留学生の就職等支援関連）

・人材開発支援助成金                 ５７１億円の内数

（地域での安定した就労の支援関連）

・不法滞在者対策等                    １５７億円

                                  等

                               以 上


